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長尾構想の検討：推進に向けた予測と提言 
 
後藤敏行 
 
本稿は，長尾真・前国立国会図書館長の「長尾構想」を検討する。長尾構想を推進する
際，予算の制約上，できる範囲で資料の一部を対象にしていくやり方と，民間企業と連携
してより多くの資料を対象にするやり方の 2つがあると予測する。また，パブリックドメ
インと推定される資料，非市販または権利者不明と判断される資料を電子化して図書館内
での閲覧，利用者への有償貸出に供する場合はオプトアウトを，市販中の資料を国立国会
図書館のデータベースから出版社が販売するという仕組みについてはオプトインの規定を
設けるべきと提言する。 
 
1. はじめに 
  Googleによる書籍コンテンツの独占のような事態を念頭に置いて，長尾真・前国立国会
図書館長が私的構想と断りながら各所で公表してきた「長尾構想」が耳目を集めている。
それは，国立国会図書館が電子化した蔵書を館内や公共図書館内で閲覧させる一方，電子
出版物流通センター（仮称）を通して利用者に有償で貸し出したり，販売する。利用者は
図書館まで行かなくても，いつどこででも電子化された書籍を読めるようになる，という
仕組みの試案である。様々な反響を呼び，文部科学省の検討会議や，著作権法と国立国会
図書館法の改正を経て，一部が実現したと言える。 
  本稿の目的を端的に言えば，長尾構想を検討することである。具体的には，長尾構想を
さらに推進しようとする際，どのような形で実現するかについての予測，および実現に向
けた提言を行う。そのためにまず，2.で Googleによる書籍コンテンツ関連サービスの動向
について概観する。次に3.でその動向に対抗するかのような国立国会図書館の近年の動き，
とりわけ長尾構想について整理する。続いて 4.と 5.で長尾構想がどのような反響を呼んだ
か，長尾構想の実現に向けた動きがどこまで進んでいるかを見る。その上で，6.以降で長
尾構想のさらなる推進に関する予測や提言を行う。Google Booksや国内の法改正，国立国
会図書館や民間出版社の動向等，進展が早い論点を本稿は含んでいる。それらの情報は
2012年 7月までのものに基づいている。 
  用語の表記について 1点だけ述べておく。国立国会図書館はよく国会図書館と略記され
るが，本稿ではわずかな例外を除いて国立国会図書館で通す。長尾構想は書籍のデジタル
コンテンツを国民に広く配信しようとするものであり，国会へというよりも国民への国立
図書館としてのサービスの構想である。このことを語感に反映させるためである。 
 
2. Googleによる書籍コンテンツ独占？ 
Googleは，大学等の図書館の蔵書を電子化して検索可能にすることを目的に，複数の大
学図書館およびニューヨーク公共図書館との合意に基づき，2005年11月からGoogle Book 
Search（現在の Google Books）の提供を開始した。Googleは図書館の蔵書をスキャンし，
テキストデータを作成することで，同サービス上で書籍の全文検索を可能にした。検索結
果表示ページにおいては，書籍の内検索した文字列を含む部分が抜粋（スニペット）表示
される仕様になっていた。これに対し，米作家組合（The Authors Guild）はスキャンお
よびスニペット表示の各行為が著作権侵害に当たると主張し，南ニューヨーク地区連邦地
方裁判所に提訴した。大手出版社 5社もその後訴訟を提訴し，両訴訟は 2006年 10月に併
合された。 
本稿を作成している 2012年 7月現在でも訴訟は決着していない。2008年 10月，両者
間で和解の合意に至ったものの，裁判所の命令により修正を余儀なくされ，2009年 11月，
新たな和解案を訴訟当事者は提出した。だがそれも 2011 年 3 月，公正性，適切性および
合理性を欠くとして，新和解案の最終承認の申し立ての棄却を裁判所は決定した 1。ただ
しフランスでは 2012年 6 月，同様に係争中だった同国の出版社・著者団体との和解が成
立したとGoogleが発表した。フランスは，絶版になったが著作権は切れていない出版物の
スキャン契約を業界全体で結んだ唯一の国である，スキャンしたコンテンツがGoogle Play
（後述）で販売可能になる予定である，と報道されている 2。和解条件の詳細（売上分配
の内訳等）は明らかにされていない。 
クラスアクション（集団代表訴訟）やフェアユース等，法学的に重要な論点がいくつも
上の訴訟にはある。だが図書館界にとって，重大な問題としてまず気になるのは書籍コン
テンツのGoogleによる独占ではないだろうか。図書館の蔵書スキャンをGoogleは訴訟中も
続けており，すでに 1500 万冊以上の書籍を電子化したと言われている。電子化した冊数
は 2000万冊に達した，数千万冊にまで及ぶ予定である，との見方もある 3。 
Google Booksだけではない。Googleは 2010年 12月，それまでGoogle Editionsと呼ん
でいた電子書籍サービスをGoogle eBookstoreと改称し，米国で正式に開始した。ウェブ
ブラウザベースの閲覧方式を取り入れながら，電子書籍端末でも読むことを想定した仕組
みを構築した。開始時のラインアップは 300万タイトル超であった。多くはパブリックド
メインとなった作品だが，Random HouseやPenguinなど出版社 4000 社が参加し，数十
万タイトルの有料コンテンツも導入した。販売マージンとしてGoogleは 20～30％程度を
徴収する。米国に続いて，英国，カナダ，オーストラリア国内で有料コンテンツの購入が
可能になった 4。Google eBookstore（2012年 3月，音楽サービスGoogle Music等ととも
にGoogle Playというサービスに統合された）は巨大な書店であると考えることができる。
仮にGoogle BooksとGoogle eBookstore（現Google Play）が完全に統合すれば，Google
による書籍のデジタル配信サービスは一躍世界最大規模となり，独占状態になる。 
世界中の情報を組織化し，あまねく誰からでもアクセスできるようにするというGoogle
の社是は素晴らしい。しかし上のように独占状態となると弊害が危惧される。すなわち，
値段の吊り上げが起こるかもしれない。Googleに不利な書籍へのアクセスがコントロール
されるかもしれない。各国の文化，慣習の上に作られている出版文化が米国の一企業に踏
みにじられてしまうかもしれない 5。Googleは私企業なので倒産や合併買収のリスクを否
定できない。よって，書籍のデジタルデータというものは文化財として長期的に保存すべ
きと思われるが（今後は電子版だけが出版される，いわゆるborn digitalの書籍も増えるだ
ろう），それが保障されないかもしれない。 
 
3. 長尾構想 
上の問題に対抗するかのような動きが，国立国会図書館を中心に，わが国で見られる。
2009年 6月に著作権法が改正され，図書館等における複製について定めた第 31条に第 2
項が加わり，「国立国会図書館においては，図書館資料の原本を公衆の利用に供することに
よるその滅失，損傷又は汚損を避けるため，当該原本に代えて公衆の利用に供するための
電磁的記録［中略］を作成する場合には，必要と認められる限度において，当該図書館資
料に係る著作物を記録媒体に記録することができる」とされた。原本を保存し，その代替
として利用に供するための電子化が著作権者の許諾なしに可能になったのである 6。 
また，2009年度補正予算によって国立国会図書館は約 127億円の電子化予算を獲得し，
1968年までの納本分の和図書（約 90万冊），主要な雑誌の第 1号から 2000年までのすべ
ての号（約 114万冊），1991年度から 2000年度までの博士論文（約 14万冊），古典籍資
料約 7万冊，等の電子化を 2010年度末までに完了した。 
以上の制度改革や予算措置を背景に，長尾真・前国立国会図書館長が私的構想と断りな
がら各所で公表してきた「長尾構想」が耳目を集めてきた。それは，国立国会図書館が電
子化した蔵書を館内や公共図書館内で閲覧させる一方，電子出版物流通センター（仮称）
を通して利用者に有償で貸し出したり，販売する。利用者は図書館まで行かなくても，い
つどこででも電子化された書籍を読めるようになる，という仕組みの試案である。長尾構
想と後に呼ばれることになるこのアイデアが公表されたのは日本出版学会主催の 2008 年
4 月のシンポジウムである。その後の長尾の発言をたどると内容に変化が見られる部分も
あるが，より詳しい内容は次のとおりである 7。 
過去の出版物をすべて電子化して，国立国会図書館のデータベースに保存する。また，
電子納本制度を法的に整備して（＝国立国会図書館法を改正して），今後の出版物について
は電子的に納本してもらう。最近では紙の出版物を出す際，元の組版データはコンピュー
タに入っているので，技術的にこれは可能である。印刷版と電子版の両方を出版する場合
はどちらとも納本してもらう。born digital の出版物が今後は増えると思われるが，それ
らも納本対象にする。すると，日本中の出版物が国立国会図書館のデータベースに入るこ
とになる。 
そこで課題になるのは，日本中の人たちに上の電子資料をどうすれば利用してもらえる
か，である。国立国会図書館は国民の税金でまかなわれているので，直接来館できる人た
ちの利用に供するだけでなく，全国の人たちに対して提供したい。そこで 1点目に，国立
国会図書館の電子資料を各地の公共図書館に貸し出し，それらの館内で無料で閲覧可能に
する。弊害として，公共図書館が図書を購入しなくなって出版社が被害を受けることが考
えられるので，国立国会図書館から送られるデータの量に応じて支払金額を決め，出版社，
著作権者に適切な割合で還元される仕組みを作る。 
2 点目に，国立国会図書館から利用者への電子資料の貸出も認める。出版社・著作権者
の不利にならない形でこれを実現するためには，貸し出す際に利用料を支払う必要がある。
それは高い値段とはしない。現状，自宅から地域の図書館に行くには交通費を払う必要が
ある。利用料はその交通費程度に設定する。利用者は，自分の自由な時間に好きな所で閲
覧できるようになる。なお，一定期間が過ぎるとデータが消去される仕組みとする 8。 
3 点目に，国立国会図書館のデータベースに日本中の出版物がデジタル形式で入ること
になるので，出版社はそこから販売すれば良い。国立国会図書館のデータベースはクラウ
ドのようなものである。出版社が自社の出版物を国立国会図書館というクラウドに預ける
と，このクラウドを経て販売することができるようになる，というわけである。購入した
い人は，国立国会図書館のデータベースを検索してダウンロードする。その際の料金は出
版社に支払う。なお，購入されたデジタル出版物はコピーや転送ができない仕組みにして
おく。 
上記 2点目・3点目の貸出・販売は，非営利の第三者機関である電子出版物流通センタ
ー（仮称）を作ってそこが担うようにする。そうすれば，国立国会図書館のデータベース
と電子出版物流通センターとで，Google eBookstoreと同じ機能が果たせる。電子出版物
を出版社が販売するためにはサーバーを持たねばならず，その管理運用には相当な費用が
かかる。特に中小の出版社が電子出版物を数十年と保持して販売に備えるのは容易ではな
かろうから，国立国会図書館に納入した電子資料を使って販売することにすれば，出版社
にとって大きなメリットが生じる。 
以上の内容を図 1に示す 9。なお，広告主からの広告料収入も考えているようである。 
 
 
図 1 長尾構想の概念図 
 
4. 俎上に載る長尾構想 
 
4.1 なびかない出版業界 
  長尾構想は様々な反響を呼んだ。まず，長尾構想に対抗するような意見や動きについて
整理する。 
170 以上の出版社等が加盟する日本電子出版協会（略称：JEPA，会長：関戸雅男・研
究社（株）代表取締役社長）は 2010年 2 月，電子書籍配信構想に関する「日本電子出版
協会案」を長尾宛に提案した 10。国立国会図書館の所蔵資料を，出版社自らが商業的に扱
いたいものとそうでないものに区別し，前者は出版社，後者は国立国会図書館がそれぞれ
配信を行うこと，すなわち，長年にわたる図書館と出版社の役割分担をデジタルの時代に
おいても踏襲することを前提としている。長尾構想の実施によって出版社の利益が損なわ
れないことを，とても強く意識しているようである。こうした方針に基づいて，例えば次
のような提案をしている。 
 
出版社（権利者）
 
納本→電子化 
電子納本 
アーカイブ
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（館内のみでの利用） 
国立国会図書館 
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広
告
料 
料金 
・出版社と著者らにより配信が許諾された書籍については，国立国会図書館が配信を行う。
この配信は世界のどこからでも無料で自由に閲覧可能とする（＝配信は図書館の閲覧・
館外貸出の延長にある概念とし，販売の概念とはしない）。権利者への対価の支払いは必
要ないものとする 
・配信を行なうのは国会図書館自身とし，長尾構想が提案するような第三者機関は設立し
ない 
・出版社自ら発行・配信を望む書籍については，出版社自身がデジタル配信を行うことが
保証されるものとする 
 
同様に，2010 年 3 月の経済産業省の「出版市場のデジタル化に係る検討委員会」の報
告書にも，ビジネスについてはビジネスの側の判断で行うべきであるという声が委員間で
多い旨の記述がある 11。 
さらに，インプレスホールディングス，勁草書房，講談社，光文社，集英社，小学館，
新潮社，筑摩書房，東京大学出版会，東京電機大学出版局，版元ドットコム（代表：ポッ
ト出版，他 6社），文藝春秋，平凡社，有斐閣の出版社 20社は 2011年 9月，出版社が主
体となって作る新会社「株式会社出版デジタル機構（仮称）」の設立に合意し，その後 2012
年 4月，上記の内 11社が株主になり「株式会社出版デジタル機構」（サービス名称：パブ
リッジ）を設立した。資本金は設立時 3 億 2400万円，その後産業革新機構の大型増資等
が加わって 39億 2800万円となった。2012年 6月 19日時点で，賛同出版社は 334社に
上っている 12。 
2011年 9月のプレスリリース「出版デジタル機構（仮称）設立のお知らせ——すべての出
版物のデジタル化を目指して——」13では，同社の目的および目標として例えば以下を掲げ
ている。 
 
・国内における電子出版ビジネスの公共的インフラを整備することで，市場拡大を図る 
・日本の電子出版物の国際競争力を強化する 
・国内で出版されたあらゆる出版物の全文検索を可能にする 
 
また，基本業務内容として例えば以下を挙げている。 
 
・参加各社の出版物のデジタルデータの保管業務を行う 
・国立国会図書館が電子化を行った雑誌・書籍の民間活用の担い手となる 
・各社の希望に応じて出版物の電子化を行う 
・各社の著作権者への収益分配を支援する 
 
  プレスリリースの上の内容からは，JEPA の「日本電子出版協会案」や経済産業省の上
の報告書と同様，出版物の電子化・配信サービスは国立国会図書館でなく，出版社主導で
行うべきとの姿勢が見て取れる。 
 
4.2 長尾構想への賛同意見 
  一方，国立国会図書館所蔵資料のデジタル利用の仕組み等の提言を行うことを目的とし
て日本文藝家協会や日本書籍出版協会等の有志により設立された「日本書籍検索制度提言
協議会」の座長を務める松田政行弁護士（同氏は経済産業省の上記「出版市場のデジタル
化に係る検討委員会」の座長でもある）は，私見の域を出るものではないと断った上で，
2011年 7月に発表した論稿で例えば次のように述べており，JEPA案等と比較すると長尾
構想寄りのものを提示している 14。 
 
・国立国会図書館は，アーカイブのデータを公共図書館内の利用者に自動公衆送信によっ
て提供することができるとする権利制限規定を新設し，公共図書館の公共サービスの電
子化を行う。アーカイブの利用に当たっては，公共図書館が著作者・出版社の利益を害
することがないように，適正な対価を支払う 
・商用サービスとしての電子書籍流通が行われていない書籍について，著作者，出版社の
団体を主たる構成員とする非営利法人の権利管理事業者を介して，国立国会図書館は有
料公共サービスとしての電子書籍流通を行う 
・国立国会図書館は，絶版本について有償公共サービスとしての電子書籍流通を行うこと
ができるとする権利制限規定と，権利者がこれらからの相当な対価を取得するか，この
利用からオプトアウトすることができるという規定を新設する。この公共サービスとし
ての電子書籍流通は，民間の商用サービスの電子書籍流通を補完して，国立国会図書館
内のすべての書籍にすべての国民がアクセスできる環境をととのえることを目的とする 
・前述の権利管理事業者は，上の絶版本の有償電子書籍流通から取得する利用の対価を，
不明権利者のために決定，取得し，管理する権限を有するものとする 
 
5. 一部実現する長尾構想 
 
5.1 電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議 
次に「電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議」について見ていきたい。わが
国における電子書籍の利活用の推進に向けた検討を行うため，総務省，文部科学省，経済
産業省の三省合同による「デジタル・ネットワーク社会における出版物の利活用の推進に
関する懇談会（通称「三省デジ懇」あるいは「三省懇」）」が 2010年 3 月に設置され，同
年 6月に報告が取りまとめられた。そこでは，国立国会図書館が積極的な役割を果たすべ
きであるという見解に対して，出版業界にダメージを与えるという懸念が示され，デジタ
ル・ネットワーク社会における図書館のあり方が今後の検討課題とされた 15。 
その後，文部科学省として取り組むべき具体的な施策の実現に向けた検討を進めること
を目的として，同年 11 月に設置されたのが「電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検
討会議」（座長：渋谷達紀・東京都立大学名誉教授）である。同会議では，著作者，出版関
係者，図書館関係者，配信事業者，有識者等が集まり，デジタル・ネットワーク社会にお
ける図書館と公共サービスの在り方に関する事項等について検討を重ね，JEPAや日本図
書館協会，日本弁護士連合会等からの意見も受け取った上で，2011年 12月に検討結果を
取りまとめ報告（案）を発表し，2012 年 1 月に報告書を公表した。国立国会図書館が担
うべき役割については以下のように述べている 16。 
 
①国立国会図書館からの送信サービスについて 
・国立国会図書館のデジタル化資料を各家庭等まで送信することについては，国民生活に
与える利便性は非常に大きいものの，このようなサービスは原則として権利者の許諾が
必要となるものであるとともに，関係者間の協議を経て一定の仕組みを整備することが
必要であり，その実現には相当な期間が必要である 
・したがって，まず早期の実施を目指し，第一段階として公立図書館等までの送信等を行
うことにより，国民の「知のアクセス」の向上，情報アクセスの地域間格差の解消を図
った上で，中長期的な課題としてさらなる利便性の向上を見据えた検討をすることが適
当である 
・対象出版物の範囲は，電子書籍市場の形成，発展の阻害や著作者・出版者の利益を不当
に害することのないことが前提であり，基本的には相当期間重版していないものである
とともに，電子書籍として配信されていない等，一般的に図書館において購入が困難で
ある「市場における入手が困難な出版物」等とすることが適当である 
 
②国立国会図書館の蔵書を対象とした検索サービスについて 
・国立国会図書館の検索サービスの利便性のさらなる向上を図るため，本文検索サービス
の提供が必要である 
・本文検索サービスの提供は，利用者が意図する検索結果への到達が容易となり，書籍等
の検索における利便性がより高まることから，国民の出版物に対する新しいニーズの発
掘に資する面もある 
・現在，国立国会図書館で進められている所蔵資料のデジタル化には，関係者間の合意に
基づき，画像ファイル形式で実施されている。だが，本文検索サービスを実施するため
には，所蔵資料をテキスト化することが必要となる 
・その場合，画像ファイル形式のものを OCR 等によりテキスト化する行為，さらには，
テキスト化されたデータを検索のために利用する行為が，著作権法において許諾が必要
となる行為か否かについて十分な整理が必要である 
 
③デジタル化資料の民間事業者等への提供について 
・国民の「知のアクセス」の向上のためには，著作者，出版者の許諾を前提とした上で，
電子書籍サービスを実施する民間事業者等へのデジタル化資料の提供を行うことは重要
である 
・デジタル化資料を活用した新たなビジネスモデルの開発が必要であるとともに，関係者
間における協議の場等を文化庁が設置することや，事業化に意欲のある関係者による有
償配信サービスの限定的，実験的な事業の実施なども検討することが必要である 
 
上記報告は，長尾構想と比べると次の点が特徴であると思われる。 
 
・実現に向けて最も前進したのは長尾構想の内の「国立国会図書館の電子資料を各地の公
共図書館に貸し出し，それらの館内で無料で閲覧可能にする」点である。しかし電子資
料すべてではなく，市場における入手が困難な出版物が対象である 
・長尾構想では前面に出ていなかった，本文検索に関する議論が前進した 
 
5.2  2012年の著作権法および国立国会図書館法改正 
  電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議の報告（案）に基づき法改正の手続き
が取られることになるだろう旨，検討会議の構成員の一人である常世田良・日本図書館協
会理事が述べていた 17。そのとおり，2012 年 6 月の著作権法改正において，長尾構想に
かかわる規定が整備された。 
  同法一部改正（施行は 2013年 1月 1日）では，文化審議会著作権分科会法制問題小委
員会（以下「法制小委」）での検討を経て，国立国会図書館による図書館資料の自動公衆送
信に係る規定が整備された。同館が電子化した資料の内，絶版等資料に限り，図書館等に
対して，そのデジタルデータを送信することや，受信先で一定範囲のプリントアウトを利
用者に提供することが認められた（改正後の著作権法第 31条第 3項）。絶版等資料とは「絶
版その他これに準ずる理由により一般に入手することが困難な図書館資料」（著作権法第
31条第 1項第 3号）を指す。 
  だが，「絶版その他これに準ずる理由により一般に入手することが困難」との判定はかな
り繁雑になりうると思われる。すなわち，資料によっては，個別に出版社に問い合わせた
り，Books.or.jp（国内で発行され，検索時点で入手可能な書籍を収録する書籍検索サイト）
や各オンライン書店を調べなくてはならない場合も出てくる 18。この点について法制小委
は，「各デジタル化資料を市場で入手することが可能であるか否かの確認を個別に行うこと
は困難であるとともに，［中略］当該確認の迅速化を図る必要がある」ため，「各デジタル
資料の入手困難性について個別に確認すること以外の手法や基準を定めることが必要」で
あるとし，その手法等については，「関係者間における協議において定められることが適当」
としている 19。 
市場での入手可能性の確認という問題を残すものの，図書館等への絶版等資料の配信が
2013年 1月から可能になる点で，長尾構想は一部実現することになる。 
  著作権法だけでなく，同じ 2012 年 6月に，国立国会図書館法一部改正も行われた。そ
こでは，オンライン資料（インターネット等により利用可能となっている情報で，図書，
逐次刊行物に相当するもの）を収集することが，わが国の出版文化の保存にとって重要な
意義をもつものであり，早急に取り組むべき課題であるとする納本制度審議会の答申 20を
踏まえ，私人が出版するオンライン資料について，国立国会図書館への送信等を納本制度
に準じて義務付けた。また，国立国会図書館への送信等に必要な費用を補償することとし
た（改正後の国立国会図書館法第 11章の 3）。施行は 2013年 7月からであるが，有償ま
たはDRM（Digital Rights Management System. 技術的制限手段）が付されたもの（市
販の電子書籍等）については，費用補償が未決であるため，当分の間，上記の義務を免除
することとした。 
  市販の電子書籍等が当面除外されており，かつ，著作権法の上述の改正では絶版等資料
に焦点を当てているため，国立国会図書館法の上の一部改正が，長尾構想が意図する電子
資料の提供にすぐつながるわけではない。だが，born digital の出版物の電子納本を定め
た法改正という点で，長尾構想の一部を実現していると言える。 
 
6. 長尾構想をさらに推進するために 
  3.で見たように，長尾構想の要点は次のようなものである。 
 
・国立国会図書館の電子資料を各地の公共図書館に貸し出し，それらの館内で無料で閲覧
可能にする 
・国立国会図書館から利用者への電子資料の有償貸出を認め，図書館まで行かずとも利用
可能にする 
・日本中の出版物がデジタル形式で入る国立国会図書館のデータベースを利用して，出版
社が自社の出版物の販売を行う 
・前 2者については弊害を防ぐため，出版社，著作権者に適切な補償金が支払われる仕組
みを作る 
・上記の有償貸出・販売を担う，非営利の第三者機関である電子出版物流通センター（仮
称）を作る 
 
  著作権法の一部改正（5.2）によって，1点目の一部が可能になった。以下本章では，国
民にとって長尾構想は基本的に有益なものであるという前提に立ち，それをさらに推進す
るために何が必要になるかについて検討する。 
 
6.1 出版社，著作権者との協議・合意 
  上記の「出版社，著作権者に適切な補償金が支払われる仕組み」を作るために，協議と
合意が必要になることは明らかである。それができない場合，絶版等資料（5.2）以外の資
料の提供ができず，長尾構想は現状（すなわち電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検
討会議の報告（案）と 2012 年の法改正）のままに当分とどまるだろう。ただし，著作権
の保護期間が切れた資料については，電子化したものをインターネット上で公開すること
によって，「国立国会図書館から利用者への電子資料の有償貸出を認め，図書館まで行かず
とも利用可能にする」ことと実質的に同様のサービスを実現できるだろう。また，国立国
会図書館のデータベースを利用して出版社が自社の出版物の販売を行うという点について
は下記 6.3の該当箇所を参照頂きたい。 
以下では，協議・合意ができたと仮定して，一種の思考実験として，さらに何が必要に
なるかを検討する。 
 
6.2 予算内での推進あるいは民間企業との連携 
  はじめにコストの問題を 2点提起したい。1点目に，電子化自体にかかる費用の問題が
ある。3.で述べたとおり，2009年度補正予算によって国立国会図書館は約 127億円の電子
化予算を獲得し，約 225万点の電子化を 2年間で完了した。ところが国立国会図書館の全
資料数は 2010年度統計で 3900万点に上る 21。また，2007年度～2010年度の資料受入点
数は 90 万点～110 万点前後である 22。国立国会図書館の蔵書を受入増加分も含めてすべ
て電子化することは，2009年度補正予算と同額を毎年度獲得したと仮定しても，実現不可
能と思われる。 
単純な計算に基づく理由を述べる。まず，全資料 3900 万点から電子化済みのものを除
いても，まだ 3000万点以上ある。さらに，約 225万点の電子化を 2年間で完了したこと
と，年間の資料受入点数が 90万点～110万点前後であることを考えると，電子化のペース
と資料増加のペースが概ね同じで，電子化が永遠に終わらないことになる（デジタル形式
での納本が進んだり，技術革新で電子化のスピードが上がったりすれば話は違うが，それ
らが進展すると現時点で断言することはできない）。付言すれば，127億円の予算を毎年度
獲得するのは不可能であろう。2009 年度の翌年，2010 年度に獲得した補正予算は約 10
億円だった。また，それら以前の毎年度の予算は1億円～2億円といったところであった 23。 
  2 点目の問題として，資料の電子化の際だけお金がかかるわけではない。電子資料を保
持し続けていくことには，定期的なマイグレーションやメタデータ付与等が必要になる。
そのための費用も捻出しなければならない。 
長尾構想を全面的に推進し，国立国会図書館の全資料を対象にすることはコスト面で難
しいと言わざるを得ない。ここで 2つの方向性が考えられる。ひとつは，全資料ではなく，
予算の範囲で国立国会図書館の資料の一部を対象にしていくやり方である。出版社と棲み
分けするために絶版本を中心にすることも，あるいはベストセラー等，市販中の書籍を中
心にすることもできると思われる。いずれも利用者からのニーズはあるだろう（市販中の
書籍のデジタルデータを図書館内で閲覧可能にしたり，有償で貸し出すことに対しては出
版社の反発が強いと思われるかもしれないが，6.1 で述べたとおり，ここでは，出版社，
著作権者への補償金について合意ができたと仮定した上で議論している）。 
もうひとつは民間企業との連携である。Googleの動きを強く意識して打ち出された長尾
構想であったが，国立国会図書館が単独で予算を確保できないとなれば，Google（等の民
間企業）との連携がありうる。評論家・作家の歌田明弘は，2010年 12月の記事で，長尾
前館長とのやり取りを次のとおり紹介している 24。 
グーグルと話し合うつもりはないかと長尾館長に尋ねてみたところ，驚くほど前向
きな答えが返ってきた。「電子化データをグーグルも国会図書館もともに使えるのであ
れば，自国の文化が取られてなくなってしまうわけではありません。グーグルが独占
するようなことになるのは困りますが，きちんと交渉してしかるべき契約をすれば，
それほど神経質になる必要はないと思います。自国のものは世界のものでもあるとい
う時代なので、デジタルデータのコピーをグーグルが持つことに抵抗する必要はない
と思います」とのことだった。 
さしあたりグーグルからの働きかけはないそうだが，国がまったくお金を出さない
のであれば考えざるをえない。［中略］ 
「フランスもグーグルを敵にするのではなくて，仲間に引き入れて共存共栄を図っ
ていこうとしているのではないでしょうか。私たちも，お金がある企業と協力できる
ところはしていく必要がありますね」とのことだ。 
こう述べた後で，専門書等の電子化を積極的に，大規模にやる意志があるのは Google
と国立国会図書館だけであること，その 2者がともにデータを持ち切磋琢磨していくのは
利用者にとってもメリットになるだろうことを述べ，国立国会図書館と Google の連携と
いう話が現実になることもありえなくはない，と上の記事では結論付けている。 
  Google等の民間企業との連携によって，国立国会図書館単独の予算にとらわれることな
く，市販中の書籍を大量に導入できると思われる（繰り返すが，出版社の反発が強いと思
われるかもしれないが，補償金について合意ができたと仮定した上での議論である）。 
 
6.3 法改正：オプトアウトとオプトイン 
  思考実験をさらに続ける。国立国会図書館単独で長尾構想を推進するにせよ，民間企業
と連携するにせよ，電子化資料を図書館内で閲覧可能にしたり，有償で貸し出すことがで
きるよう法改正が必要になる。また，国立国会図書館のデータベースを利用して出版社が
電子書籍を販売するための法改正も必要である。その際，いわゆるオプトアウト，オプト
インの仕組みを取り入れるべきと思われる。事情を以下に述べる。 
3.で述べたとおり，著作権者の許諾を得ず国立国会図書館所蔵資料の電子化を国立国会
図書館が行うことが 2009 年の著作権法改正により認められた。ただし，図書館等への絶
版等資料の送信（5.2）を除き，あくまで館内利用が目的であり，インターネットで外部に
提供するためには従来の著作権処理が必要である。そして，それには非常に手間とお金が
かかる。かつて国立国会図書館が明治期，大正期刊行図書を電子化・インターネット配信
する「近代デジタルライブラリー」事業を立ち上げた際，最も困難な課題が著作権処理で
あったと言われる。明治期，大正期の資料だからといって，すべての資料の著作権保護期
間が切れているとは限らず，権利者がいる場合には許諾が必要である。まず著作者を探し
（没年調査と連絡先調査を行う），見つかった場合には許諾依頼を行った。見つからない場
合には文化庁長官に申請して裁定を受け，補償金を供託した後に利用が認められた。明治
期刊行本約 10万 6000タイトルの権利処理に約 2億 6000万円を費やした 25。 
長尾構想の壮大な計画を推進する際，上の方法に準じて権利処理するのはコストがかか
りすぎる。事前の権利処理ができるだけ少なく，電子化資料を図書館内で閲覧可能にした
り，有償で貸し出すことができることが望ましい。ここで，弁護士で国立国会図書館・納
本制度審議会委員等も務める福井健策の議論を参考にしたい。 
福井は，長尾構想等を参考にしつつ，以下のような文化アーカイブプロジェクトの試案
を述べている 26。すなわち，書籍に限らず，音楽や映像等のジャンルを横断する全メディ
アデジタルアーカイブとする。アーカイブと同時に，収集作品の権利登録データベースも
設置する。デジタル作品の収集後，著作権の保護期間が切れたパブリックドメインのもの
は直ちに公開される。収集された作品が市販中のものの場合，権利者登録データベースに
権利者が登録の上「公開」と指定しなければ公開されない。つまり，パブリックドメイン
のものと違い市販中のものについては，原則は配信されず，権利者の許諾があった場合だ
け配信される「オプトイン」とする。 
一方，非市販・権利者不明作品と判別された場合，収集後に権利登録データベースをは
じめ，国内のわかる範囲の権利者に「公開準備中」と通知される。以後，6 ヶ月以内に権
利登録データベースに登録した権利者が「非公開」を指示しなければ，公開される。すな
わち，権利者が反対の意思を表明しないかぎりは配信される「オプトアウト」とする。い
ったん公開された後も権利者が指定すればオプトアウトは可能とする。 
アーカイブからの作品視聴方法は，パブリックドメインのものは無償でダウンロード可
能とし，保護期間中のものは視聴のみでダウンロード不可，あるいは事実上「貸出」と同
じになるよう，ダウンロードから数日後に視聴不能にする。そして，パブリックドメイン
のものを除いて視聴やダウンロードは有料とし，オンライン決済を可能にする。 
福井のこの試案は，図書館資料に限らないメディア横断型アーカイブの試案である。だ
が長尾構想を検討する上でも示唆に富む。以下，3つに場合分けをして議論したい。 
1 つ目に，パブリックドメインと推定される資料，パブリックドメインにはなっていな
いが非市販と判断される資料，およびパブリックドメインにはなっていないが権利者不明
と判断される資料の 3種類について，福井の案と同様のオプトアウト規定を法改正に盛り
込み，事前の権利処理なしに資料の利用を可能にする。従来「許諾→公開」の順番だった
ものを「公開→拒否」という順序に変更するわけである。このメリットは次の 3点である。 
 
・ある著作物がパブリックドメインなのか否かを調べるためのコスト（すなわち著作者の
没年調査と連絡先調査のためのコスト），パブリックドメインではなかった場合の許諾依
頼のコスト，文化庁長官に裁定を受けるためのコストといった，権利処理のコストを削
減できる 
・従来の手順を変えるとはいえ，著作物のデジタル配信を拒否する権利は保障されるので，
デジタル配信を望まない権利者が不利益を被ることが，極力なくなる 
・福井の案と同様に「公開準備中」の状態を設けることも可能にするので，ある資料のデ
ジタル配信を実現したものの，その直後に権利者の申し立てによって利用できなくなっ
てしまう，という事態を極力避けることができる 
 
  上記 3種類の著作物の「推定」や「判断」については，例えば出版年や市場での入手可
能性等，基準を設ける。ただし，この基準は完璧には機能しないだろう。上記のオプトア
ウトの大きな目的は事前の権利処理のコスト削減にある。その代償として，パブリックド
メインと推定したものや権利者不明と判断したものが実はそうでないと後からわかる，と
いった事例が出てくると思われる。それらには，デジタルコンテンツの「公開準備中」の
期間または公開後に権利者が申し立てて公開を中止する，あるいは補償金を権利者に支払
うことによって対処することになる。 
なお，上記 3種類の資料については性質上，電子化したコンテンツの図書館内での閲覧，
および有償貸出に供される。国立国会図書館のデータベースを利用した出版社による販売
には用いられない。 
2 つ目に，市販中の資料を国立国会図書館のデータベースから出版社が販売するという
仕組みについては，オプトインの規定を法改正に盛り込む。国立国会図書館単独で長尾構
想を推進するにせよ，民間企業と連携してするにせよ，市販中の書籍を対象にすることが
できると本稿は議論している（6.2）。参加したくない出版社も出るだろう（4.1）から，オ
プトイン（参加したい出版社のみ参加）とする。 
3 つ目に，市販中の資料を電子化し，図書館内で閲覧に供すること，および有償で貸し
出すことについては，出版社，著作権者との協議・合意（6.1）の内容次第で，オプトイン・
オプトアウト両方の可能性があると思われるが，協議・合意の具体的内容を予測すること
は難しい。よって本稿では，両方ありうると指摘するにとどめる。 
 
7. おわりに 
  長尾構想の推進に関してここまで述べた予測や提言を整理すれば次のとおりである。 
 
・（予測）国立国会図書館の全資料を電子化するのは予算的に難しいため，できる範囲で国
立国会図書館の資料の一部を対象にしていくやり方と，民間企業と連携して多くの資料
を対象にするやり方の 2つがありうる 
・（提言）パブリックドメインと推定される資料，パブリックドメインにはなっていないが
非市販と判断される資料，およびパブリックドメインにはなっていないが権利者不明と
判断される資料の 3種類を電子化して図書館内での閲覧，利用者への有償貸出に供する
場合，オプトアウトの規定を設けるべきである 
・（提言）市販中の資料を国立国会図書館のデータベースから出版社が販売するという仕組
みについては，オプトインの規定を設けるべきである 
・（予測）市販中の資料を電子化し，図書館内で閲覧に供すること，および有償で貸し出す
ことについては，オプトイン・オプトアウト両方の可能性がある 
   
  なお，長尾構想が推進されれば，国立国会図書館の資料へのアクセス性が現状よりも飛
躍的に増大する。それを嬉しく思わない人も世の中にはいるはずであり（例えば，国立国
会図書館にはポルノグラフィも所蔵されているが，それが現状よりも手軽に閲覧可能にな
ることを嫌う人もいるだろう），長尾構想には負の側面がないわけではないと思われる。だ
が本稿の趣旨からは逸れるので，本文では立ち入らない 27。 
長尾構想のような仕組みを考えるに当たって肝心なことは，それを無批判的に肯定した
り，あるいは真っ向から否定したりするのでなく，議論を深めることである，という類の
意見は多い 28。本稿の意図もそこにある。ここまで，出版社，著作権者に適切な補償金が
支払われる仕組みについて協議・合意ができたと仮定した上で思考実験的に議論してきた。
本稿の分析が，長尾構想，あるいは電子出版時代の国立国会図書館および図書館界の役割
についての議論の蓄積に，幾ばくかでも貢献できれば幸いである。 
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望ましいという意見はあろうが，故人の遺志はまったく尊重されないのだろうか。 
ポルノグラフィ，知られたくない過去の記録，ラブレターや秘伝書といった上記の例を
通じて述べたいことは，それらが国立国会図書館に所蔵されていて，どうしても利用した
い人がやや不便な手続きを経て利用できることと，インターネットでいつでも簡単に利用
できることは，後者が常に優れているとは必ずしも言えないのではないか，ということで
ある。 
6.で述べたように，国民にとって長尾構想は基本的に有益なものであるという前提に本
稿は立っている。しかし，必ずしも利点ばかりではなく，問題も孕みうることをこの注で
指摘しておく。 
28 村上泰子ら, 前掲 6）． 
長尾真, 前掲 7）④. 
                                                                                                                                                     
湯浅俊彦ら, 前掲 7）⑪. 
